
（平成２３年１月２６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 18 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認新潟地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



新潟国民年金 事案 1206 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 46年８月から 47年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 46年８月から 47年３月まで 

             ② 昭和 49年８月から同年 10月まで 

｢ねんきん特別便｣が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

未加入とされていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、

申立期間に係る国民年金の加入記録及び保険料の納付事実が確認できなか

ったとの回答を受け取った。 

申立期間①は、私が短期大学に在籍していた期間であり、父に「国民年

金の加入に関する通知が来た。保険料を納めておくので、短大卒業後の保

険料は自分で納めなさい。」と言われたことを記憶している。 

申立期間②は、昭和 49 年 11 月の婚姻を契機として、厚生年金保険の適

用事業所を退職したので、私がＡ市役所Ｂ分館（当時）において国民年金

の再加入手続を行い、その際、保険料を納付したと記憶している。 

このため、申立期間が国民年金の未加入期間とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人の国民年金の資格取得日は、特殊台帳（新台

帳）及びオンライン記録において昭和 47 年４月１日（強制加入）とされて

いるものの、申立人は、20 歳到達時の 46 年＊月＊日から強制加入の対象と

なることから、その記録には不自然な点が見受けられる。事実、申立人の国

民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により昭和 47 年６月

５日に払い出されたことが確認できるところ、申立人の所持する国民年金手

帳には、申立人の資格取得日が 20歳到達時の 46年＊月＊日（強制加入）と



記載されていることから、申立期間①は、加入当初は国民年金の被保険者期

間であったものと考えられる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点では、申立期間

の保険料を過年度納付することが可能であったところ、Ａ市役所は、「当時

の担当者の話によると、定かではないものの、当時、過年度納付の案内及び

過年度納付書の交付を行っていた記憶があるようである。」と回答している

上、当時、同市役所Ｂ分館庁舎内に設置されていた金融機関の出張所におい

て、過年度保険料の納付が可能であった。 

さらに、申立人は、短期大学卒業直後から厚生年金保険の適用事業所に勤

めるまでの間の昭和 47 年４月及び同年５月の保険料についても、その両親

が納付したとしており、申立内容及びこれら周辺事情を考慮すると、申立人

の両親が申立期間①の保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

 

２ 申立期間②について、申立人の国民年金の資格取得日は、国民年金手帳、

特殊台帳（新台帳）及びオンライン記録において、いずれも申立人の婚姻日

である昭和 49年 11月＊日とされている。 

また、申立人は、申立期間②に係る国民年金の資格取得日及び保険料納付

の記憶が曖昧である上、国民年金の資格を厚生年金保険の資格喪失日に遡及

して取得したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立期間②は、国民年金の未加入期間であることから、納付書が

発行されず保険料を納付することはできなかったものと考えられる上、申立

期間②の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控等）

は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 46年８月から 47年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



新潟国民年金 事案 1207 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年 11 月から 50 年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 49年 11月から 50年 12 月まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

未加入とされていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、

申立期間に係る国民年金の加入記録及び保険料の納付事実が確認できなか

ったとの回答を受け取った。 

    私は、夫に勧められ、昭和 49年 11 月にＡ市役所において国民年金の任意

加入手続を行い、その際、１か月か２か月分の保険料を納付した記憶がある。

その後、保険料は集金人に納付し、時期は忘れたが、途中から口座振替によ

り保険料を納付するようになった。 

このため、申立期間が国民年金の未加入期間とされていることに納得が

いかない。 

 
第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、オンライン記録により、昭和 49 年 11

月頃に払い出されたものと推認できる上、申立人の所持する国民年金手帳にお

いても、「任意」の被保険者種別により同年 11 月 30 日に資格取得したことが

確認でき、申立人の主張する国民年金の任意加入時期と一致する。 

また、申立人の特殊台帳には、資格取得日が昭和 49 年 11 月 30 日（任意加

入）から 51 年１月４日（任意加入）に訂正された形跡が確認できるものの、

その訂正経緯が明らかではない。 

さらに、申立人は、国民年金の任意加入に係る経緯及び時期を具体的に述べ

ている上、申立期間の前後を通じて生活状況に大きな変化は認められず、保険

料を納付できなかった特段の事情も見当たらないことから、申立内容には信



憑
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性が認められる。 

加えて、申立期間は 14 か月と比較的短期間である上、申立人は申立期間以

降の国民年金加入期間（351か月）に係る保険料を全て納付していることから、

申立人の納付意識は高かったものと認められ、納付意識の高い申立人が、任意

加入の手続を行いながら、申立期間の保険料を納付しないのは不自然である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



新潟国民年金 事案 1208 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年４月から同年６月までの期間及び同

年 10月から 60年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 59年４月から同年７月まで 

                          ② 昭和 59年 10月から 60年３月まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できないとの回答を受け取

った。その後、「ねんきん定期便」が送付されたので再度記録を確認したと

ころ、申立期間は申請免除となっていたため、改めて国民年金保険料の納付

記録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できないとの回答を受け

取った。 

申立期間は、母が国民年金の加入手続を行い、家族の保険料と一緒に納付

してくれたはずである。 

それにもかかわらず、申立期間が申請免除期間となっていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間①及び②について、申立期間①は４か月、申立期間②は６か月とそ

れぞれ短期間である上、申立人の申立期間以降の保険料は全て納付されており、

申立人の保険料を納付したとするその母は、自身及び同居家族の保険料を一部

期間を除き納付していることから、申立人の母の納付意識は比較的高かったこ

とが認められる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、オンライン記録により、申立人が

20 歳に到達した昭和 59 年＊月頃に払い出されたことが推認できることから、

納付意識の比較的高い申立人の母が申立期間の保険料を納付したと考えても

不自然ではない。 



さらに、申立人の母は、申請免除期間について、「免除手続を行った記憶は

無く、追納制度についても知らない。」としている上、申立期間①及び②は申

請免除期間とされているものの、申立期間①及び②の間の２か月間の保険料の

みが納付されていることから、行政側の記録管理が適正に行われていなかった

可能性がうかがえる。 

しかしながら、申立期間①のうち昭和 59 年７月については、申立人と同居

していた申立人の父、母及び兄二人も未納期間となっている上、申立人の母は、

「国民年金保険料を毎月確実に納付したかどうかは定かではない。」としてい

るなど、申立人の母が同居家族の保険料を一緒に納付していたことを考慮する

と、当該期間の保険料は納付されていなかったものと考えるのが自然である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①のうち、

昭和 59 年４月から同年６月までの期間及び申立期間②の国民年金保険料を納

付していたものと認められる。 



新潟国民年金 事案 1209 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 57年５月から 59年２月までの期間、同年

４月から同年６月までの期間、同年 10 月から 60 年３月までの期間及び 61 年

10月から同年 11月までの期間の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 57年５月から 59年３月まで 

                          ② 昭和 59年４月から同年７月まで 

             ③ 昭和 59年 10月から 60年３月まで 

             ④ 昭和 61年 10月から同年 11月まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できないとの回答を受け取

った。その後、「ねんきん定期便」が送付されたので再度記録を確認したと

ころ、申立期間は未納及び申請免除となっていたため、改めて国民年金保険

料の納付記録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できないとの回

答を受け取った。 

申立期間は、母が国民年金の加入手続を行い、家族の保険料と一緒に納付

してくれたはずである。 

このため、申立期間が未納期間及び申請免除期間となっていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の保険料を納付したとするその母は、自身及び同居家族の保険料を一

部期間を除き納付していることから、申立人の母の納付意識は比較的高かった

ことが認められる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、オンライン記録により、申立人が

20 歳に到達した昭和 57 年＊月頃に払い出されたことが推認できることから、

納付意識の比較的高い申立人の母が申立期間①の保険料を納付したと考えて



も不自然ではない。 

さらに、申立人の母は、申立期間について、「免除手続を行った記憶は無く、

追納制度についても知らない。」としている上、申立期間②及び③は申請免除

期間とされているものの、申立期間②及び③の間の２か月間の保険料のみが納

付されていることから、行政側の記録管理が適正に行われていなかった可能性

がうかがえる。 

加えて、申立期間④については、２か月と短期間であり、その前後の期間の

保険料は納付済みである上、同居家族の保険料は納付済みであることから、納

付意識の比較的高い申立人の母が申立期間④を納付したと考えるのが自然で

ある。 

しかしながら、申立期間①のうち昭和 59 年３月及び申立期間②のうち 59

年７月については、申立人と同居していた申立人の父、母及び兄二人も未納期

間となっている上、申立人の母は、「国民年金保険料を毎月確実に納付したか

どうかは定かではない。」としているなど、申立人の母が同居家族の保険料を

一緒に納付していたことを考慮すると、当該期間の保険料は納付されていなか

ったものと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①のうち昭

和 57 年５月から 59 年２月までの期間、申立期間②のうち 59 年４月から同年

６月までの期間、申立期間③及び④の国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



新潟国民年金 事案 1210 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年４月から 46 年３月までの期間及び

50年４月から 51年３月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ①  昭和 45年２月から 46年３月まで 

             ② 昭和 50年４月から 51年３月まで 

「ねんきん特別便」が送付されたのを契機として、国民年金保険料の納付

記録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できなかったとの回答を

受け取った。私は、20 歳の頃、Ａ市役所において国民年金の加入手続を行

い、保険料は、納付書により同市役所の窓口、又は職場へ集金に来る金融機

関の職員に定期的に納付していた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は、当初、国民年金保険料の納付事実を示す

領収証書を処分したとしていたが、「年金記録に係る確認申立書」の提出後

に発見された領収証書により、申立人が当該期間の保険料を納付していたこ

とが確認できる。 

 

２ 申立期間①のうち、昭和 45年４月から 46年３月までの期間について、申

立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金受付処理簿により、同年＊月頃に

払い出されたものと推認でき、この時点では、当該期間の国民年金保険料を

現年度納付することが可能であった上、Ａ市役所では昭和 45 年度から納付

書方式を採用していることから、申立人に対して、当該期間の納付書が発行

されていたものと考えられる。 

また、今回、発見された領収証書により、申立人がＢ市役所の窓口又は金

融機関職員の集金により国民年金保険料を納付していたことが確認でき、申



立人の主張には信 憑
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性が認められることから、当該期間の保険料を納付し

ていたと考えても不自然ではない。 

 

３ 申立期間①のうち、昭和 45 年２月及び同年３月の国民年金保険料につい

て、申立人の国民年金手帳記号番号の払出し時点では、当該期間の保険料を

過年度納付することが可能であったものの、申立人は、過年度納付書の入手

方法、納付時期など具体的な納付状況を記憶していない。 

また、当該期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①のうち、

昭和 45年４月から 46年３月までの期間及び申立期間②の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



新潟国民年金 事案 1211 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 60年４月から 61年３月まで 

「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間は

未納となっていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、申

立期間の納付事実が確認できなかったとの回答を受け取った。 

私は、夫の勧めで申立期間前から任意で国民年金に加入しており、申立期

間の保険料も引き続き納付してきたはずである。 

それなのに、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は 12 か月と比較的短期間であり、申立人及びその夫の国民年金加

入記録は、厚生年金保険からの切替手続が適正に行われている上、申立人は、

申立期間前後の国民年金加入期間の保険料を全て納付していることから、納付

意識は高かったことが認められる。 

また、申立人が所持する年金手帳の「国民年金の記録（１）」欄及び「国民

年金第３号被保険者該当通知書」により、申立人は申立期間当時、任意加入被

保険者であったことが確認できることから、納付意識の高い申立人が申立期間

の保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



新潟厚生年金 事案 1250 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ工場における厚生年金保険の資格取得日は昭和 23 年 12 月

22 日、資格喪失日は 24 年５月 20 日であると認められることから、申立期間

に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、3,600円とすることが必要であ

る。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23年 12月 22日から 24 年５月 20日まで 

社会保険事務所（当時）から、「Ａ社Ｂ工場に係る厚生年金保険加入記録

の中に、あなたと同姓同名、同じ生年月日の被保険者の記録（＊）がある。」

との連絡を受けた。 

私は、申立期間当時、Ａ社Ｂ工場で勤務していたと記憶しているので、申

立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において、申

立人の厚生年金保険被保険者資格取得日は昭和 23 年 12月 22 日と記載されて

いることが確認できるものの、同資格喪失日は記載されていない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳にも資格喪失日は記載されておら

ず、社会保険事務所において申立人に係る年金記録が適正に管理されていたと

は考え難い。 

さらに、申立人は、「自分は、同じ地域の出身である同僚の二人と一緒にＡ

社Ｂ工場へ働きに行き、同じ頃に退職して一緒にＣ地に戻ってきた。」と主張

しているところ、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名

簿において、当該同僚二人の氏名が確認でき、その資格取得日はいずれも申立

人の取得日と同一日の昭和 23 年 12月 22 日であることが確認できる一方、そ

の資格喪失日はそれぞれ 24 年５月 20 日及び同年８月 23 日であることが確認



できる。 

加えて、申立人は、「実家が農家であったため、田植えが始まる前にＣ地へ

戻ってきたことを記憶しているが、田植えの時期は５月中旬だった。」と主張

している。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 23 年 12月 22 日に

厚生年金保険被保険者の資格を取得した届出を社会保険事務所に行ったこと

が認められ、申立人の被保険者資格の喪失日については、24年５月 20日であ

ると認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、当該未統合の厚生年金保険被保

険者の記録から、3,600円とすることが妥当である。  



新潟厚生年金 事案 1251 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る

記録を平成５年９月 22日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 41万円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成５年９月 22日から同年 10月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社Ｂ工場

に勤務した期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていな

いことが分かった。 

    申立期間当時は、Ｃ社Ｄ工場から、Ａ社Ｂ工場に異動した時期であるが、

継続して勤務しており、給与から厚生年金保険料が控除されていたと記憶し

ているので、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＡ社Ｂ工場の回答から、申立人が、申立期間におい

て当該事業所に勤務し（平成５年９月 22 日にＣ社Ｄ工場からＡ社Ｂ工場に異

動）、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場に係る平成

５年 10月のオンライン記録から、41万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、「申立てどおりの資格取得に係る届出を行っておらず、申立

期間の保険料を納付していない。」と回答している上、Ａ社Ｂ工場が保管する

健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書により、当該事業所が申立



人の資格取得日を平成５年 10 月１日として社会保険事務所（当時）に届け出

たことが確認できることから、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



新潟厚生年金 事案 1252 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の算定の基礎となる標準賞与とならない記録とされて

いるが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期

間の標準賞与額に係る記録を 14万 3,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 25日 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、平成 18 年

11月分賞与（平成 18年 12月 25日支給）に係る記録がないことが分かった。 

    所持している給与支給明細書（平成 18年 11月分賞与）において、間違い

なく賞与から厚生年金保険料が控除されていることが確認できるので、標準

賞与額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は申立期間の標準賞与額の記録の訂正を申し立てているが、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準賞与額

を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事

業主が源泉控除していたと認められる保険料の額及び申立人の賞与額のそれ

ぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の標準賞与額については、申立人が所持する給与支給明

細書に記載された厚生年金保険料控除額から 14 万 3,000 円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ



ては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期

間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険

事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



新潟厚生年金 事案 1253 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 50年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11万円とすることが

必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 50年７月１日から同年８月１日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    私は、昭和 49 年４月にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社したが、入社後すぐ

に子会社であったＣ社に出向となり、その後、50 年７月１日又は同年８月

１日付けで正式に同社に転籍となった。 

    申立期間の厚生年金保険料が給与から控除されていたので、調査の上、申

立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｄ社（Ｂ社の人事・給与を管理している会社）は、「昭和 50年当時、Ｃ社に

勤務していた者の記憶により、申立人は同社に勤務していたと推測される。ま

た、Ａ社からの転籍者であるとすれば、正社員である可能性が考えられる。」

と回答している。 

   また、申立人と一緒にＡ社からＣ社に転籍したとする元同僚は、オンライン

記録から、申立人と同様に、昭和 50 年７月１日にＡ社において厚生年金保険

被保険者資格を喪失し、同年８月１日にＣ社において被保険者資格を取得して

いることが確認できるが、「自分と申立人は、昭和 50年８月１日付けでＡ社か

らＣ社に転籍した。」と証言している。 

   さらに、オンライン記録から、Ｃ社が厚生年金保険の新規適用事業所となっ



た昭和 46年４月１日以降 10年間に、同社において厚生年金保険に加入したこ

とが確認できる 172人のうち、直近の期間において、Ａ社で厚生年金保険に加

入していた被保険者は 13人確認できるが、申立人と上記元同僚を除く 11人に

は、被保険者期間の空白は無い。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が申立期間においてＡ社に継続して勤

務し（昭和 50年８月１日にＡ社からＣ社に転籍）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 50 年

６月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、11 万円とすることが

妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 
   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、行ったとは認められない。 



新潟国民年金 事案 1212 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年１月から 41年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 38年１月から 41年８月まで 

｢ねんきん特別便｣が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

未加入とされていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、

申立期間に係る国民年金の加入記録及び保険料の納付事実が確認できなか

ったとの回答を受け取った。 

私は、昭和 38年１月に養子となり、養父が私の国民年金の加入手続を行

ってくれた。保険料についても、養父が家族の分をまとめて集金人に納付

していた。 

このため、申立期間が国民年金の未加入期間とされていることに納得が

いかない。 

 
第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身の国民年金の加入手続及び保険料納付に関与しておらず、申

立人の国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったとするその養父は既に亡

くなっている上、申立人の養母も高齢により証言することができないことから、

具体的な国民年金の加入状況等が不明である。 

また、Ａ市役所が保管する国民年金委員名簿により、申立人の居住する地域

において、昭和 39 年４月に国民年金委員が委嘱され、保険料の集金を行って

いたことが確認できるものの、当該委員の所在が不明であり、保険料の納付状

況について証言を得ることができない。 

さらに、申立人及びその妻は、申立人の国民年金手帳を見た記憶が無いとし

ている上、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名検索によっても、

申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が確認できないなど、申立

人が国民年金に加入したことをうかがわせる事情が見当たらない。 



加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1213 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年 11 月から 58 年 10月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 57年 11月から 58年 10 月まで 

      「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

未納とされていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、申

立期間の納付事実が確認できなかったとの回答を受け取った。 

      昭和 57年６月１日にそれまで勤めていた会社を辞めたが、その翌年の 58

年にＡ町役場（現在は、Ｂ市役所）の二人の担当者が自宅を訪れ、将来年金

を受給するときのことを考えると、未納期間を作らない方がよいと説得され

たので、その場で国民年金に加入した。 

      後日、納付書が郵送されてきたので、昭和 58 年４月頃から、駅前にあっ

た郵便局において、８回ないし 10 回にわたって１回につき合計で２か月以

上３か月未満の未納保険料及び当月保険料を並行して納付したと思う。それ

にもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 58 年に自宅を訪問したＡ町役場の担当者による加入勧奨を

契機として国民年金の加入手続を行ったとしているが、納付時期や納付金額等

の納付状況に関する記憶は定かではない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金受付処理簿により、昭和

57年６月１日を資格取得日として、同年 11 月頃に払い出されたことが推認で

きる上、特殊台帳により、同年６月から同年 10 月までの保険料が現年度納付

されていることが確認できるものの、申立期間の保険料が納付された形跡は見

当たらない。 

さらに、申立人は駅前の郵便局において保険料を納付したと記憶していると



ころ、Ｂ市役所が保管するＡ町役場の「昭和 59 年度国民年金保険料納入通知

書兼領収証書」に記載されている納付場所の中には「郵便局」が含まれていな

いことから、申立期間の保険料を郵便局において現年度納付したとする申立内

容には、不自然な点が見受けられる。 

   加えて、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡は見当たらない上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1214 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年 12 月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 49年 12月から 61年３月まで 

「ねんきん特別便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できなかったとの回答を受

け取った。 

記憶が定かではないが、昭和 60年ないし 61 年頃、保険料が未納となって

いる期間を今なら遡及して納めることができるという「はがき」が届き、妻

がＡ市役所Ｂ地区事務所（現在は、Ａ市Ｃ区役所Ｄ出張所）において申立期

間の保険料を遡及納付した。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 
第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、136か月と長期間である上、申立人の国民年金手帳記号番号は、

オンライン記録により、昭和 61 年４月頃に払い出されたものと推認でき、こ

の時点では、申立期間の大部分は時効により保険料を納付することができない。 

また、当該時点では、申立期間のうち、昭和 59年１月から 61年３月までの

保険料を納付することが可能であったものの、申立人及びその妻は、遡及納付

した金額を記憶していない。 

さらに、申立期間の保険料を納付したとするＡ市役所Ｂ地区事務所の窓口及

びその庁舎内にあった金融機関の派出所においては、国庫金である過年度保険

料の収納を行うことができなかった。 

加えて、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡は見当たらない上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1215 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年９月から同年 11 月までの期間、３年１月から４年８月ま

での期間、５年 11 月から７年４月までの期間及び８年５月の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 平成２年９月から同年 11月まで 

             ② 平成３年１月から４年８月まで 

             ③ 平成５年 11月から７年４月まで 

             ④ 平成８年５月 

「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

未加入とされていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、

申立期間に係る国民年金の加入記録及び保険料の納付事実が確認できなか

ったとの回答を受け取った。 

私は、国民年金の加入手続を行った記憶が無いものの、滞納分の納付書が

届いたと記憶している。当時、私はお金が無かったので、母が保険料をまと

めて納付してくれた。母の説明によると、納付時期は記憶していないものの、

Ａ市役所において 20数万円の金額を納付したとのことである。 

このため、申立期間が国民年金の未加入期間とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の保険料を納付したとする申立人の母は、「息子の国民健康保険料

のほかに、何かを一緒に支払った記憶があるが、それが、息子の国民年金保険

料であったかどうか記憶がはっきりしない。」旨回答している上、納付金額の

記憶も曖昧であるなど、申立期間の具体的な納付状況が不明である。 

また、申立人の母は、保険料の納付時期を記憶していないものの、申立人の

滞納分の国民健康保険料も一緒に納付したと回答していること、及び申立人が

納付書の届いた時期について、「申立期間②より後で、申立期間④より前であ



った。」旨回答していることを考慮すると、納付時期は、申立人の国民健康保

険の加入が確認できる平成５年 10 月 31 日から７年５月 23 日までの間であっ

た可能性が高いところ、この時点では、申立期間①の全部及び②の一部の期間

は時効により国民年金保険料を納付することができない上、申立期間④の納付

書が発行されたものとは考え難いことから、申立内容には不自然な点が見受け

られる。 

さらに、申立期間①、②及び③の国民年金保険料の合計金額は約 40 万円と

なることから、申立人の母がまとめて納付したとする金額と大きく相違する。 

加えて、申立人は、国民年金の加入手続を行った記憶が無い上、氏名検索に

よっても、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が見当たらず、

事実、申立期間は、国民年金の未加入期間となっていることから、納付書が発

行されず保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

その上、申立期間の保険料を納付したこと示す関連資料（家計簿、確定申告

書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1216 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年４月から 56年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から 56年３月まで 

「ねんきん定期便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の申請免除記録が確認できなかったとの回答

を受け取った。 

私は、昭和 50 年３月末にＡ市役所を退職し、同年４月に実家のあるＢ村

（現在は、Ｃ市Ｄ区）からＡ市に転居した。 

Ａ市において別の仕事を始めたものの、収入が少なく、職場の同僚から、

保険料の免除制度があることを聞き、Ａ市役所においてその手続を行った。 

また、その後も、毎年度、Ａ市役所において申請免除の手続を行ったが、

毎回、門前払いのような扱いを受けたことを記憶している。 

このため、申立期間が申請免除期間とされていないことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号総括払出簿により、

昭和 56 年７月にＥ町（現在は、Ｆ市）に払い出された番号の一つであること

が確認でき、申立人がＡ市からＥ町に転居した後、同町役場において国民年金

の加入手続を行ったものと推認でき、この時点では、制度上、申立期間に遡っ

て免除申請を行うことができない。 

また、申立人は、昭和 50 年４月にＢ村からＡ市に転居した後、転入手続及

び国民年金の加入手続を行った明確な記憶が無い上、申立期間当時、年金手帳

を所持していた記憶があるとしているものの、当該年金手帳の記載内容を記憶

していない。 

さらに、申立人は、申立期間について、毎年度、Ａ市役所において申請免除

の手続を行い、最初の手続の際には氏名及び住所を記載したメモを窓口担当者



に渡したとしているものの、これ以外の手続に関する記憶が曖昧である上、申

請免除の承認通知を受け取った記憶も無いとしている。 

加えて、申立人は、申請免除を勧めたとする元同僚への聴取について同意し

ていないことから、当該同僚の証言を得ることができない。 

その上、国民年金受付処理簿の縦覧調査及び氏名検索によっても、申立人に

別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、申立期間の

保険料が申請免除されたことを示す関連資料は無く、ほかに申請免除をうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めること

はできない。 



新潟国民年金 事案 1217 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年１月から 40年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 38年１月から 40年３月まで 

    60 歳到達を契機に年金記録を確認したところ、昭和 36 年４月から 40 年

３月までの保険料が未納であるとのことであったので、再度、調べてもらっ

たところ、36 年４月から 37 年 12 月までの納付記録が見つかり記録が追加

されたが、申立期間については、納付記録が確認できないとの回答を受け取

った。 

    私は、国民年金制度の発足当初から加入し、結婚するまでは母親が保険料

を納付してくれた。昭和 37年 10月に結婚をしてからは、夫が国民健康保険

と国民年金の保険料を自分の分と一緒に納めてくれていたのに、私だけ未納

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人には、国民年金手帳記号番号が二つ払い出されており、最初に払い出

された国民年金手帳記号番号（Ａ番号）は、国民年金手帳記号番号払出簿によ

り、昭和 35年 12月７日にＢ町役場（現在は、Ｃ市Ｄ区役所Ｅ出張所）におい

て払い出されたこと（申立人の所持する国民年金手帳の発行日は 36 年４月１

日）が確認できる。次に払い出された国民年金手帳記号番号（Ｆ番号）は、国

民年金手帳記号番号払出簿により、昭和 40年８月 20日にＣ市役所において払

い出されたこと（申立人の所持する国民年金手帳の発行日は 42 年４月１日）

が確認でき、平成 10年９月 25日に記録統合されていることがオンライン記録

から確認できる。 

   また、昭和 35年 12月に払い出された申立人の国民年金手帳記号番号（Ａ番

号）に係る特殊台帳の保険料納付記録欄には、昭和 37 年度に９か月分の納付

が確認できるものの、それ以降は未納とされており、40 年８月に払い出され



た申立人の国民年金手帳記号番号（Ｆ番号）に係る国民年金被保険者台帳（紙

台帳（旧台帳））における申立期間については、未納とされているほか、申立

人に係るＢ町役場作成の国民年金被保険者名簿及びＣ市役所作成の国民年金

被保険者名簿（電算）においても申立期間は未納とされている。 

   さらに、申立人が所持する２冊の国民年金手帳のうち、昭和 36 年４月発行

の国民年金手帳（Ａ番号）の印紙検認記録欄には、同年４月から 37年 12月ま

での保険料納付が確認できるものの 38年１月以降の記録は無く、一方、42年

４月発行の国民年金手帳（Ｆ番号）の印紙検認記録欄には、昭和 42 年度から

46年度までの保険料納付が確認できるものの 41年度以前の納付は確認できな

い上、申立期間の保険料を納付したとする申立人の夫は、「過年度納付及び特

例納付により保険料を納付した記憶は無い。」とするなど、申立期間の保険料

が納付された形跡は見当たらない。 

   加えて、申立人は、「国民年金制度の発足当初から加入し、保険料は母親が

納付してくれた。結婚後、すぐに夫が国民健康保険と国民年金の保険料を納付

してくれていた。」としているが、その夫の加入手続により払い出されたと考

えられる国民年金手帳記号番号（Ｆ番号）は、前述のとおり昭和 40年８月 20

日にＣ市居住の申立人に払い出されていることが確認でき、38 年１月の婚姻

時期とは２年７か月程の相違が生じている上、申立人の夫は、「国民健康保険

と国民年金の手続を同時に行ったと思うが、記憶は定かではない。」とするな

ど、加入状況及び納付状況が不明である。 

その上、氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査によっても

申立人に更に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が見当たらない

上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1218（事案 41の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から 41年３月まで 

    当初の判断後、年金記録の訂正につながると思われる新たな資料は無いが、

訂正不要とされたことに納得ができず、申立期間について再申立てする。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間の国民年金の加入手続及び保険料納付について、その

母が居住地のＡ県で行っていたと主張しているが、申立期間の保険料を納付

したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、しかも、申立人

自身は国民年金の加入手続等に直接関与しておらず、その母も既に亡くなっ

ているため、申立期間当時の国民年金の加入状況及び納付状況は不明である。 

    また、申立期間中、申立人はＢ市に住民票を異動していたことが確認でき

ることから、申立期間の保険料について、申立人の住民票が無いＡ県Ｃ町に

おいてその母が納付していたという申立内容には不自然な点が見受けられ

る。 

    さらに、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 41年 11月の

時点では、申立期間の一部は時効により保険料を納付することができず、別

の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡もうかがえないなど申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらないこと

を理由として、既に当委員会の決定に基づく平成 20年１月 17日付けで年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

 

  ２ 申立人は、再申立てに際し新たな資料等を提出しておらず、申立人の意向

によりその妻及び申立期間当時、申立人の母と同居していた兄夫婦からの証

言を得ることはできず、申立人の国民年金の加入状況及び納付状況は不明で



ある。 

また、申立人の母が、その居住地であるＡ県において、Ｂ市に居住する

申立人に係る国民年金の加入手続を行い、保険料を納付することは制度上

できないことから、申立期間は未加入期間であり、納付書は発行されず保

険料を納付することができなかったものと考えられる。 

 

  ３ 記録訂正につながる新たな資料の提出は無く、当委員会の当初の決定を変

更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は申立期間の保険料を

納付していたものと認めることはできない。 



新潟国民年金 事案 1219 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 37 年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年 12 月まで  

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

未加入とされていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、

申立期間に係る国民年金の加入記録及び保険料の納付事実が確認できなか

ったとの回答を受け取った。 

夫の説明によると、国民年金の加入手続は、夫が制度発足時に、義弟の分

と一緒に行い、保険料についても、夫が地区長宅に持参し納付していたとの

ことである。 

このため、申立期間が国民年金の未加入期間とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により昭和

38 年２月に払い出されたことが確認でき、申立期間は任意未加入期間である

ことから、この時点では、制度上、保険料を遡って納付することができない上、

申立人の保険料を納付したとするその夫も、遡及納付の記憶が無いとしている。 

また、申立人の義弟の国民年金手帳記号番号は、上記払出簿により昭和 36

年３月に払い出されたことが確認でき、同月に国民年金手帳記号番号が払い出

された約 6,000人の被保険者の中には、申立人の氏名が確認できないことから、

申立人に係る国民年金の加入手続がその義弟と一緒に行われたものとは考え

難い。 

さらに、申立人の夫は、申立期間当時に国民年金保険料を納付していた地区

長名を記憶しているものの、当該人物は、Ａ市役所の回答により、当時の地区

長と相違していることが確認できる上、当該人物及び当時の地区長は既に亡く



なっていることから、証言を得ることができない。 

加えて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名検索によっても、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、申

立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控等）は

無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟厚生年金 事案 1254 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 33年秋から 34年９月１日まで 

             ② 昭和 35年 11月 26日から 36年３月頃まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

した期間の一部が厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かっ

た。 

    Ａ社には、昭和 33年の秋から 36年３月頃まで勤務し、厚生年金保険にも

加入していたと思うので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「昭和 33 年秋にＢ社（35 年５月にＡ社

に組織変更）に入社した。その時期は、先輩従業員が退職した後、しばらく

してからである。」と申し立てている。 

    しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

上記元従業員の厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、昭和 34 年８月 17

日と確認できることから、申立人の入社時期は、同日以降であることがうか

がえる。 

    また、Ａ社の事業主及び社会保険事務担当者は既に亡くなっており証言を

得ることができない上、申立人が氏名を挙げた上司一人に照会したものの、

回答を得ることはできないことから、申立期間①における勤務実態について

確認することができない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、「昭和 36年３月頃まで、Ａ社に勤務して

いた。」と申し立てているところ、上述のとおり、Ａ社の事業主及び社会保



険事務担当者は既に亡くなっている上、オンライン記録から、申立期間②当

時、同社において厚生年金保険に加入していたことが確認できる複数の元従

業員に照会したものの、申立人の申立期間②当時における勤務実態に関する

具体的な証言は得られないことから、申立期間②における勤務実態について

確認することができない。 

 

  ３ 申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控除

されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1255 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 41年 10月から 42 年４月まで 

             ② 昭和 42年 10月から 43年４月まで 

③ 昭和 43年 10月から 44年４月まで 

                          ④ 昭和 54年４月から 57年 10月まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    いずれの申立期間中も、給与から厚生年金保険料が控除されていたと記憶

しているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①、②及び③について、申立人は、「申立期間①はＡ社Ｂ工場、

申立期間②は同社Ｃ工場、申立期間③は同社Ｄ工場でそれぞれ勤務してい

た。」としているが、いずれの事業所も、「申立人が当工場に勤務していたか

どうかは不明である。」と回答している。 

    また、申立人は、当時の同僚の氏名を記憶していないことから、各事業所

に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿、健康保険厚生年金保険

被保険者原票及びオンライン記録において、各申立期間当時、それぞれの事

業所で厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる従業員

に照会したところ、回答が得られた 12人はいずれも、「申立人のことは知ら

ない。」と回答していることから、申立人の勤務実態を確認することができ

ない。 

    さらに、企業年金連合会が保管するＥ厚生年金基金の記録において、申立

人の申立期間①、②及び③に係る加入記録は確認できない。 

 



  ２ 申立期間④について、申立人は、「Ｆ社の社長に指示され、同社が新しく

立ち上げた鉄骨建設部門に勤務した。」と申し立てているところ、Ｆ社は既

に解散している上、当時の事業主も既に亡くなっており証言を得ることがで

きないことから、申立人の同社における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

等の状況について確認することができない。 

    また、申立期間④当時、Ｆ社において経理事務及び社会保険事務を担当し、

オンライン記録から、昭和 57 年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪

失していることが確認できる元従業員は、「申立人は、Ｆ社ではなく、Ｇ事

業所に勤務していた。その事業所の経理事務も私が担当していたが、厚生年

金保険に加入していなかったと思う。ただ、自分が退職した後、申立人がＦ

社に勤務したかどうかは分からない。」と証言しているところ、オンライン

記録において、Ｈ県Ｉ郡Ｊ村（現在は、Ｋ市）に所在するＧ事業所という名

称の厚生年金保険適用事業所は確認できない。 

    さらに、Ｆ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立期間④

において申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠落も無いことから、

申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたものとは考え難い。 

    加えて、オンライン記録から、申立人は、申立期間④の一部期間を含む昭

和 57 年７月 1 日から同年９月１日までの期間、他の事業所において厚生年

金保険に加入していることが確認できる上、47 年 11 月１日から 57 年７月

１日までの期間及び同年９月１日から 62 年７月１日までの期間については、

国民年金に加入し、保険料を納付していることが確認できるなど、申立人が

Ｆ社において厚生年金保険に加入していたことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

 

  ３ 申立人は、いずれの申立期間についても、事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていた具体的な記憶が無い上、厚生年金保険料が控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

    このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②、③及び④に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



新潟厚生年金 事案 1256 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 49年３月１日から 50年 10月１日まで 

             ② 昭和 51年８月１日から同年 10月１日まで 

             ③ 昭和 53年７月１日から同年 10月１日まで 

             ④ 昭和 55年 10月１日から 56年１月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、当時実際に支給されていた給

与額よりも低額であることが判明した。 

    申立期間当時は日本国外での業務に従事しており、本給のほかに海外手当

が支給されていたため、給与の総支給額は、標準報酬月額の上限額以上であ

ったはずである。 

    調査の上、標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する職員手帳及びＡ社が保管する人事記録から、申立人が、い

ずれの申立期間中も国外に勤務していたことが確認できるところ、同社が保管

する給与の支給に関する資料から、昭和 53年８月から 55 年 12 月までの期間

において、申立人に対しては月額 30 万円の海外手当が支給されていることが

確認できることから、いずれの申立期間においても、申立人に対しては海外手

当が支給され、その報酬月額は、当時の標準報酬月額の上限額を上回っていた

可能性は否定できない。 

   しかしながら、Ａ社は、「いずれの申立期間についても、申立てどおりの標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を給与から控除していたかどうかは不明

である。」と回答している上、申立人は、当時の給与明細書等を所持していな



いことから、いずれの申立期間についても厚生年金保険料の控除額について確

認することができない。 

   また、申立期間①について、オンライン記録によればその標準報酬月額は、

申立期間①のうち、昭和 49年３月１日から同年７月１日までは 17万円、同年

７月１日から 50 年 10 月１日までは 19 万円と記録されていることが確認でき

るところ、Ａ社が保管する資料には、その標準報酬月額について、「48 年 11

月 保険料改正 17万円」、「49年７月 報酬月額変更 19万円」、「49年 10月 報

酬月額算定 19万円」と記載されていることが確認でき、当該標準報酬月額の

記録は、オンライン記録と一致している。 

   さらに、申立期間②について、オンライン記録によれば、昭和 51 年８月１

日に標準報酬月額が変更され 20 万円となっていることが確認できるところ、

当該変更は、標準報酬月額の等級区分の改定が行われたことに伴うものである

が、定時決定が行われる月以外の月に区分改定を行う際には、事業主から直近

に提出された標準報酬月額に係る届出書に記載された報酬月額を、新たな標準

報酬月額の等級区分に当てはめ、当該報酬月額に見合う標準報酬月額を新たな

標準報酬月額とすることとされている。 

   オンライン記録から、申立期間②直前の昭和 50 年 10 月１日から 51 年８月

１日までの期間において、その標準報酬月額は 20 万円（当該期間当時の上限

額）であり、当該期間の標準報酬月額と申立期間②の標準報酬月額は同額とな

っていることが確認できることから、当該期間に係る定時決定（昭和 50 年 10

月１日）の際の届出書に記載された報酬月額は 20 万円相当であることがうか

がえ、当該期間は国外勤務中であったにもかかわらず、その報酬月額は上限額

を上回る額ではなかったことが推認できる。 

   加えて、申立人が氏名を挙げている元同僚二人はいずれも、「自分は、Ａ社

の社員として、日本国外で勤務していた期間があるが、当該期間については本

給の他に海外手当が支給されていたと記憶している。」と証言しているが、オ

ンライン記録から、当該同僚がそれぞれ国外勤務をしていたとする期間におけ

る標準報酬月額は、必ずしも当時の標準報酬月額の上限額ではないことが確認

できる。 

   これらを総合的に判断すると、Ａ社はいずれの申立期間においても、社会保

険事務所（当時）に対し、日本国外で勤務する同社の従業員の報酬月額を届け

出る際に、その報酬月額に海外手当を含めていなかったことがうかがえる。 

   また、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿にお

いて、いずれの申立期間についても、申立人の標準報酬月額に遡及訂正等の不

自然な処理は見当たらない。 

   このほか、申立人のいずれの申立期間についても、申立てどおりの標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 



   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間①、②、③及び④について、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 



新潟厚生年金 事案 1257（事案 405の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 37年１月 10日から同年９月１日まで 

    年金記録確認第三者委員会に対して、申立期間を厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい旨の申立てを行ったが、記録の訂正は認められないと

いう回答を受け取った。 

    Ａ社で、昭和 37 年１月から厚生年金保険に加入するため、それまで加入

していた国民年金を同年１月 10 日付でやめた。その後、同年＊月＊日に長

男が生まれ自分の扶養に入れたはずなので、調査の上、申立期間を厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、Ａ社（昭和 38 年５月１日設立、申立期

間当時はＢ事業所）の事業を引き継いだＣ社が保管する労働者名簿及び同僚の

証言内容から、申立人が申立期間にＢ事業所で勤務していたことが推認できる

ものの、申立人はＡ社の元代表取締役の実弟であるところ、健康保険厚生年金

保険被保険者原票の記録から、当該元代表取締役及びその妻が厚生年金保険に

加入したのは、同社が法人化された昭和 38年５月１日ではなく 40年１月４日

となっており、経営者及びその親族について必ずしも厚生年金保険の加入に係

る取扱いが適切に行われていなかったことがうかがえること、並びにＣ社は、

「会社設立日は昭和 41 年２月１日であり、それ以前の資料は無く不明であ

る。」と回答している上、Ａ社において社会保険関係の事務を担当していたと

される元代表取締役の所在も不明のため、申立人の厚生年金保険料の控除につ

いて確認することができないことなどから、既に当委員会の決定に基づき平成

21年５月 27日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   申立人は、「年金記録確認第三者委員会の決定に納得できない。」として、当



委員会に再申立てを行っているが、申立人から新たな資料の提出は無く、この

ほかに当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、

申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認

めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1258 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成８年１月から 20年４月まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、実際に支給されていた給

与額よりも低額となっていることが分かった。 

    標準報酬月額が低額となっている理由は、当時、事業主の保険料の滞納が

長期に渡ったことから、社会保険事務所（当時）の保険料徴収事務担当の職

員が、標準報酬月額を減額するよう指導したことによるものである。 

    調査の上、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成８年分から 19 年分までのＡ社における給与所得の源泉徴収

票を所持しているところ、８年分の源泉徴収票における「社会保険料等の金額」

欄に記載されている金額は、オンライン記録上の標準報酬月額に見合う厚生年

金保険料額及び健康保険料額の合計額を大きく上回っていることが確認でき

ることから、申立人の給与から、オンライン記録上の標準報酬月額に見合う厚

生年金保険料よりも高額の厚生年金保険料が控除されていたことがうかがえ

る。 

   一方、平成 15 年分の源泉徴収票における「社会保険料等の金額」欄に記載

されている金額は、オンライン記録上の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料

額、健康保険料額及び介護保険料額の合計額よりも高額であることが確認でき

るものの、その差異は少額であり、申立人の給与から、オンライン記録上の標

準報酬月額に見合う厚生年金保険料よりも高額の厚生年金保険料が控除され

ていたことがうかがえない。 

   また、平成９年分から 14 年分まで及び 16 年分から 19 年分までの源泉徴収



票における「社会保険料等の金額」欄に記載されている金額は、申立人のオン

ライン記録上の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料額、健康保険料額及び介

護保険料額の合計額と同額か、又はこれよりも低額であることが確認できる。 

   ところで、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）

は、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、

又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録訂正の対象とす

ることはできない旨規定されている。 

   Ａ社の商業登記簿から、申立人は、申立期間当時、同社の取締役であったこ

とが確認できる上、申立人は「自分は、申立期間当時の社会保険事務担当者で

あった。」としている。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間において、申立人が主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることができたとしても、申立人は、上記のとおり特例法第１条第１項ただ

し書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得

る状態であったと認められる場合」に該当すると認められることから、申立人

の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録については、特例

法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1259 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として、その主張する標準

報酬月額に基づく船員保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成 13年７月１日から 15年４月１日まで 

「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社で勤務

していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際に支給されていた給与

額よりも低額になっていることが分かった。 

私は、Ａ社では漁労長として勤務していたが、勤務期間を通して給与額に

大きな変動は無かったにもかかわらず、申立期間の標準報酬月額が低額にな

っていることに納得ができない。 

調査の上、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、船員保険に係る標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、申立人は、申立期間当時の船員保険料控除額を確認できる給与明細書等を

所持していない上、Ａ社は、「申立期間について、申立人が主張する標準報酬

月額に基づく船員保険料を控除しておらず、オンライン記録どおりの標準報酬

月額に基づく保険料を控除した。」と回答している。 

   また、Ａ社は、「申立人の申立てどおりの標準報酬月額に係る届出は行って

いない。」と回答しているところ、同社提出の船員保険厚生年金保険被保険者

標準報酬改定通知書から、事業主が、申立人の申立期間について、オンライン

記録どおりの標準報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出たことが確認で

きる。 

   さらに、Ａ社提出の給料明細書（本給及び各種手当のみ記載）及び船員保険

厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎明細書等を基に、漁船乗組員に係る報

酬月額算出の方法により申立人の実報酬月額を算出したところ、船員保険・漁



船被保険者標準報酬改・決定早見表における当該実報酬月額に見合う標準報酬

月額は、平成 13年７月１日及び 14年７月１日のいずれの算定の機会において

も、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

   加えて、申立人は、平成 13年から 15 年までの源泉徴収票を所持していると

ころ、当該源泉徴収票上確認できる「社会保険料等の金額」と、申立人のオン

ライン記録上の標準報酬月額に見合う船員保険料を比較すると、すべての年に

ついて、源泉徴収票上の「社会保険料等の金額」の方が上回っていることが確

認できるものの、その差額は、オンライン記録上の標準報酬月額と、それより

も１等級上の標準報酬月額に見合う船員保険料控除額との差額よりも少額で

あることから、申立人の給与から、オンライン記録上の標準報酬月額より１等

級上の標準報酬月額に見合う船員保険料が控除されていたとまでは言えない。 

   なお、上記源泉徴収票上の「支払金額」が、申立人の報酬月額１年分の合計

額を大きく上回っていることについて、Ａ社は、「申立人は漁労長という重要

な役職に就いていたので、本来の給与とは別に、特別手当を支給していた。た

だし、当該手当は、社会保険事務所に届出をした報酬月額には含まれておらず、

船員保険料も、オンライン記録どおりの標準報酬月額に基づく金額を控除して

いた。」と回答している。 

   また、申立人は、「Ａ社で勤務していた期間を通じて、給与額に大きな変動

は無かったと記憶している。」と申し立てているところ、オンライン記録から、

申立人が、Ａ社で船員保険被保険者資格を取得した平成 13 年１月１日におけ

る標準報酬月額は 56 万円、15 年４月１日は 62 万円であることが確認でき、

申立期間の標準報酬月額よりも高額である。 

   このことについて、Ａ社を管轄する年金事務所は、「申立人が当時乗船して

いた船舶の所有者が変更になったことに伴い、申立人は、平成 13 年１月１日

にＢ社における船員保険被保険者資格を喪失し、Ａ社で資格を再取得している。

このように、船舶所有者が変更になったことで、当該船舶に乗船する被保険者

が資格を一旦喪失し、再取得する場合、再資格取得時の標準報酬月額は、自動

的に資格喪失時の標準報酬月額と同額とすることとされている。このため、申

立人のＡ社における資格取得時の標準報酬月額は、Ｂ社における資格喪失時の

標準報酬月額と同額の 56万円で決定されている。」と回答している。 

   また、上記年金事務所は、「平成 15年４月１日に、標準報酬月額制度の変更

により、船員保険・漁船被保険者標準報酬改・決定早見表は廃止された。これ

に伴い、同日の時点で被保険者である漁船に乗船する全ての船員は、標準報酬

月額の改定が行われたが、当該改定は、社会保険事務所に対して、事業主から

直近に提出された標準報酬月額に係る届出書に記載された実報酬月額を、一般

の船員保険月額表における当該実報酬月額に見合う標準報酬月額とするとい

う方法で行われた。申立人の標準報酬月額の場合、14 年７月１日の改定の際

に提出された申立人に係る船員保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎



明細書（被保険者別）から、申立人の実報酬月額が、62 万 5,368 円（標準報

酬月額 62万円相当）であることが確認できることから 62万円に改定された。」

と回答している。 

   このほか、申立人の申立期間について、申立てどおりの標準報酬月額に基づ

く船員保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、その主張する標準報酬月額に基づく船員保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1260 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 43年１月 30日から 52 年５月１日まで 

 「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

していた期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていない

ことが分かった。 

私は、昭和 40 年８月に夫とともにＢ事業所（現在は、Ａ社）を設立した

が、夫と私の厚生年金保険被保険者資格取得日が異なることに納得ができな

いので、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、「申立人は会社の創設者であり、申立期間において勤務していた。」

と回答していることから、申立人は申立期間において、同社に勤務していたこ

とが推認できる上、同社に係る商業登記簿によれば、申立人は申立期間のうち、

同社が法人化された昭和43年７月11日以降の期間において、同社の取締役（昭

和 48 年９月１日以降の期間においては、代表取締役）に就任していることが

確認できる。 

   しかしながら、Ａ社は、「申立人は、申立期間中も当社に勤務し、給与から

保険料を控除していた。また、保険料は社会保険事務所（当時）に納付してい

た。」と回答しているものの、「それらを確認できる資料は処分しており保管し

ていない。」と回答していることから、申立人の申立期間における厚生年金保

険の適用状況等について確認することができない。 

   また、申立人の夫のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によれば、

申立人は、その夫が同社で厚生年金保険に加入した昭和 43 年７月１日から、

同社がＣ健康保険組合に加入する 49 年４月１日までの期間、その夫の被扶養



者となっていたことが確認できる。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人の

厚生年金保険被保険者資格の取得日は、昭和 52 年５月１日であることが確認

できるが、当該取得日は、上記健康保険組合の加入記録と一致しているなど、

申立人が申立期間において厚生年金保険に加入していたことはうかがえない。 

   このほか、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   なお、上述のとおり、申立人は申立期間のうち昭和 43年７月 11日以降の期

間については、取締役又は代表取締役であった上、「申立期間当時の社会保険

事務は、自分が担当していた。」と申し立てているところ、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）第

１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）が、当該事業主が厚生年金保

険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であった

と認められる場合については、記録の訂正の対象とすることはできない旨が規

定されている。 

   そのため、仮に、申立人が取締役だった期間において、申立人の給与から厚

生年金保険料を控除されていたとしても、申立人は、上記のとおり特例法第１

条第１項ただし書の規定により、「保険料納付義務を履行していないことを知

り、又は知り得る状態であったと認められる場合」に該当する者であると認め

られることから、同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1261 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 49年 10月１日から 51 年７月１日まで 

「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社で勤務

していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、実際に支給されていた給

与額よりも低額であることが分かった。 

国（厚生労働省）の記録では、私の標準報酬月額は、昭和 49年 10月１日

の定時決定により 11万 8,000円から 11万円へ、50年 10月１日の定時決定

により 11 万円から６万 4,000 円へそれぞれ減額されているが、申立期間当

時、給与が減額になることは無かったと記憶しているので、調査の上、申立

期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、Ａ社

の元事業主は、「申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を控

除したか否かについては不明である。」と回答している上、申立人は、当時の

給与明細書等を所持していないことから、申立人の申立てどおりの給与の支給

額及び保険料控除額について確認することができない。 

   また、申立期間当時、Ａ社から社会保険事務を委託されていた社会保険労務

士事務所の所長は、「オイルショック後の昭和 49 年及び 50 年頃、Ａ社は経営

状態が苦しく、従業員全員に対して一時帰休の措置を取り、給与を減額したこ

とを記憶している。申立人も一時帰休により給与が減額されたはずである。当

事務所が保管する資料において、当時の同社における従業員全員の標準報酬月

額が下がっていることが確認できる。」と証言している。 

   さらに、オンライン記録から、申立期間中にＡ社において厚生年金保険に加



入していることが確認できる 13 人の標準報酬月額を調査したところ、上記元

事業主及びその妻を除く元従業員 11 人はいずれも、申立人同様、昭和 50 年

10 月１日の定時決定により、標準報酬月額が下がっていることが確認でき、

このうち証言を得ることができた２人も、上記事務所長と同様の証言をしてい

る。 

   加えて、申立人はその後の聴取により、申立期間当時、Ａ社において、一時

帰休による給与の減額があったことを認めている。 

   このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間についてその主張する標準報酬

月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1262 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 49年 11月から 50 年４月まで 

             ② 昭和 50年 11月から 51年４月まで 

             ③ 昭和 51年 11月から 52年４月まで 

             ④ 昭和 52年 11月から 53年４月まで 

             ⑤ 昭和 53年 11月から 54年４月まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    昭和 41 年 11 月から 49 年４月までの冬期間中は、Ａ社において厚生年金

保険に加入していたこととなっているが、申立期間中も、記録のある期間と

同様に勤務していたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及び事業主の証言から、申立人が、いずれの申立期間におい

ても、Ａ社に勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、Ａ社は、「従業員から希望があったので、昭和 49年の冬から、

季節工は社会保険に加入しておらず、給与から保険料を控除していなかった。」

と回答している。 

   また、Ａ社は、各申立期間に係る「日雇労働者健康保険適用除外承認者名簿」

を保管しており、当該名簿にはいずれの申立期間においても「他に本業を有し

冬期間のみ季節的業務のため」として申立人の氏名が記載されていることが確

認できる上、オンライン記録から、申立人が、いずれの申立期間においても国

民年金に加入し、保険料を納付していたことが確認できるなど、申立人がいず

れの申立期間中も厚生年金保険に加入していたことをうかがわせる事情は見



当たらない。 

   さらに、申立人は、いずれの申立期間においても、事業主により給与から厚

生年金保険料を控除されていた具体的な記憶が無い上、厚生年金保険料が控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②、③、④及び⑤に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



新潟厚生年金 事案 1263 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 20年 10月 15日から 21 年１月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かったので、年金事務所

に照会したところ、やはり申立期間は厚生年金保険被保険者期間となってい

なかった。 

    昭和 20 年の秋の終わり頃から翌年の春まで、Ａ社へ同じ集落の５人の仲

間と一緒に勤務した。勤務した期間のうち、最初の３か月が厚生年金保険被

保険者期間となっていないので、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「Ａ社には、昭和 20 年 10月 15 日から翌年３月 11 日まで勤務し

た。」と主張しているが、申立人が一緒に勤務したとして氏名を挙げている同

僚の一人は、「申立人とは、昭和 20 年 12 月に入ってから一緒にＡ社へ働きに

行き、翌年の３月中旬に帰って来た。」と証言している。 

   また、上記同僚を含め、申立人が、Ａ社に同一日に入社したとして氏名を挙

げている、同じ集落出身の５人の同僚の厚生年金保険被保険者資格取得日は、

同社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿から、申立人の取得日

と同日の昭和 21年１月１日であることが確認できる。 

   さらに、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の

事業主の所在も不明であり証言を得られないことから、申立人の申立期間に係

る勤務実態及び厚生年金保険料の控除等について確認することができない。 

   加えて、申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除



されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当らない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


